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　　　【判例番号】　Ｌ０７５３１７６７

【事件番号】

【判決日付】

【掲載誌】

１

２

判例印刷

損害賠償請求事件

東京地方裁判所判決／令和元年（ワ）第２４９４５号

令和２年８月２０日

ＬＬＩ／ＤＢ　判例秘書登載

　　　　主　　　文

原告の請求を棄却する。

訴訟費用は，原告の負担とする。

乙第１号証

　　　　　　　事実及び理由

第１　請求

　１　被告は，原告に対し，５５０万円及びこれに対する平成３０年１１月２２

日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

　２　仮執行宣言（なお，被告は，仮に仮執行宣言を付する場合は，①　担保を

条件とする仮執行免脱宣言，②　その執行開始時期を判決が被告に送達された後

１４日経過した時とすることを求めている。）

第２　事案の概要等

　１　事案の概要

　　　本件は，原告が，原告において平成３０年１１月２２日付けで東京地方検

察庁検察官に行った刑事告訴を同庁検察官が受理しなかったことは同庁検察官に

課せられた義務に違反する違法行為に当たるとして，被告に対し，国家賠償法１

条１項に基づき，慰謝料等の合計５５０万円及びこれに対する同日から支払済み

まで年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案である。

　２　認定事実（以下の各事実は，当事者間に争いがないか，掲記の証拠及び弁

論の全趣旨により認められる。）

　　　（１）原告は，弁護士であるほか，株式会社Ａの監査役等の会社役員の地位

に就いていた者である。Ｂは，同社の代表取締役である。

　　　（２）原告は，平成３０年１１月２２日，東京地方検察庁検察官に対し，告

訴人を原告，被告訴人をＢ，罪名を名誉毀損罪（犯行日時は，平成３０年１０月

２２日とされている。）とする告訴状（以下「本件告訴状」という。）及び付属

書類―式を提出した（甲１，２（枝番を含む））。

　　　　本件告訴状記載の犯罪事実は，構成要件を具備しない等の問題は特段見

当たらないものであった（甲１）。

　　　（３）東京地方検察庁は，平成３０年１１月３０日，原告に対し，宛名を

　「告訴人Ｘ１」とした上，「一般の刑事事件の捜査処理においては，第一次捜査

機関である警察が捜査を行い，その後に検察庁に事件を送致し，検察庁で補充の

捜査を行った上，最終的な事件処理を行うのが通常の手続となっておりますの

で，本件は，所轄警察署等へ相談されるのが相当であると思われます。したがっ

て，告訴状の提出先等について御検討いただくため，前記書面は，いったん返戻

させていただきます。」と記載した書面を同封して，本件告訴状及び付属書類一

式を返送した（以下「本件返送行為」という。）（甲３）。

　　　（４）原告は，本件返送行為後，所轄の警察署に対して，本件告訴状に係る

事件について刑事告訴手続を採った（争いなし）。

　　　（５）原告は，令和元年６月３日，東京地方検察庁に対し，本件告訴状に係

る事件についての処分結果を通知するよう照会した（甲４）。
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（６）東京地方検察庁は，令和元年６月７日，原告に対し，本件返送行為の

際に同封した書面記載のとおり，所轄警察署等への相談を検討するよう伝えた

　（甲６）。

　　　（７）原告は，令和元年７月１６日，東京地方検察庁に対し，本件告訴状に

係る告訴を受理したか否かについて照会した（甲７）。

　　　（８）東京地方検察庁は，令和元年７月２５目，原告に対し，既に本件告訴

状を返戻済みであり，本件告訴状に係る告訴を現段階では受理していない旨伝え

た（甲８）。

　３　本件の争点

　　　（１）東京地方検察庁検察官が本件告訴状に係る告訴を受理しなかったこと

が，国家賠償法上違法か。

　　　（２）損害の発生及び額。

　４　争点に係る当事者の主張

　　　（１）東京地方検察庁検察官が本件告訴状に係る告訴を受理しなかったこと

が，国家賠償法上違法か（争点１）。

　　　　【原告の主張】

　　　ア　検察官を含む捜査機関によって告訴（とりわけ名誉毀損罪のような親

告罪に係るもの）が適時適切に受理され，告訴人として認知されることは，①

明文規定（升u訴法２３０条，２４１条１項）によって被害者に付与された権利で

あり，その行使によって刑訴法が予定する公法上の法律関係（刑訴法２３５条，

２３７条１項，１ ８３条等）を形成するものである上，②　被害者が刑事手続に

関与する権限（刑訴法２６０条，２６１条，検察審査会法２条，３０条等）を行

使する機会を確保するとの利益をもたらし，③　被害者が検察官に対し抱く，被

害の回復ないし今後受けるおそれのある犯罪被害の防lhを図るであろうことにつ

いての期待及び信頼に応えることにもつながる。これらの被害者の権利ないし法

律上保護された利益の重要性に鑑み，告訴状の提出を受けた検察官を含む捜査機

関においては，適時適切に同告訴状に係る告訴を受理すべき義務を負うと解すべ

きである。

　　　　　そして，告訴が受理され，「告訴人として認知されること」自体によ

り，捜査権の発動や公訴権の行使の有無とは無関係に，被害者につき上記の刑訴

法が予定する公法上の法律関係が形成されることや上記の刑事手続に関与する権

限を行使する機会が確保されること等からすれば，上記①ないし③の被害者の権

利ないし法律上保護された利益は，いずれも，告訴が受理されたことを前提とし

た捜査権の発動や公訴権の行使によって「反射的にもたらされる事実上の利益」

ではあり得ない。

　　　イ　東京地方検察庁検察官は，原告が親告罪の被害者として峻烈な処罰感

情を明示し，告訴の意思を明確に表明しているにもかかわらず，原告の告訴の受

理を拒み，もって当該訴訟行為を成立させず，また，本件返送行為の際に送付し

た書面の宛名を「告訴人ＸＩ」とすることで告訴が受理されたものと原告を誤信

させており，これらの行為は前記原告の権利ないし法律上保護された利益を侵害

するもので，国家賠償法１条１項所定の違法行為に該当する。

　　　　【被告の主張】

　　　ア　国家賠償法１条１項の「違法」とは，損害賠償を請求する者の権利な

いし法律上保護された利益が侵害されたことを前提として，公権力の行使に当た

る公務員が個別の国民に対して負担する職務上の法的義務に反することをいう。

　　　　　そして，犯罪の捜査及び検察官による公訴権の行使は，国家及び社会

の秩序維持という公益を図るために行われるものであって，犯罪の被害者の被侵

害利益ないし損害の回復を目的とするものではなく，また，告訴は，捜査機関に

犯罪捜査の端緒を与え，検察官の職権発動を促すものにすぎないから，被害者又

は告訴人が捜査又は公訴提起によって受ける利益は，公益上の見地に立って行わ

れる捜査又は公訴の提起によって反射的にもたらされる事実上の利益にすぎず，

法律上保護された利益ではないというべきである。告訴の受理も同様であり，被
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　　　　　害者又は告訴人が，被害届又は告訴状を受理されることにより何らかの利益を受

　　　　　けることがあったとしても，それは，飽くまで反射的にもたらされる事実上の利

　　　　　益にすぎず，法律上保護された利益ではない。

　　　　　　　　　　したがって，原告の主張する法律上保護された利益は存在しないので

　　　　　あるから，告訴の不受理や捜査の塀怠の違法を理由として国家賠償法の規定に基

　　　　　づく損害賠償請求をすることはできないのであって，原告の主張は失当である。

　　　　　　　　イ　また，東京地方検察庁検察官は，原告に対し，本件告訴状の提出先等

　　　　　について検討を促したにすぎず，原告の刑事告訴権の行使を拒絶した事実はな

　　　　　い。

　　　　　　　　（２）損害の発生及び額（争点２）。

　　　　　　　　　【原告の主張】

　　　　　　　　　①　告訴権を侵害され，差別的取扱いを受けたこと，②　刑事手続に関

　　　　　与する権限を行使する機会を奪われたこと（少なくともその可能性があったこ

　　　　　と），③　検察官に対する期待や信頼を裏切られたこと，④　捜査遅延が生じ，

　　　　　結果として，証拠散逸が進み，被害が継続・拡大していることなどによって，原

　　　　　告は多大な精神的苦痛を被った。東京地方検察庁検察官が本件返送行為の際に送

　　　　　付した書面の宛名を「告訴人Ｘ１」とすることで原告をして告訴が受理されたも

　　　　　のと誤信させ，本件告訴状を提出してから約８か月も経過した後になって初めて

　　　　　本件告訴状に係る告訴を受理していない旨を明らかにした不誠実な対応を併せ考

　　　　　慮すれば，原告の精神的苦痛を慰謝するために必要な金額は５００万円を下らな

　　　　　い。

　　　　　　　　　そして，本訴に要した弁護士費用は，５０万円である。

　　　　　　　　　よって，損害額は合計５５０万円である。

　　　　　　　　　【被告の主張】

　　　　　　　　　否認する。なお，原告は，所轄の警察署に対し，本件告訴状に係る事件

　　　　　の告訴を行っており，結局，原告が主張するところの法律上保護された利益が存

　　　　　在したとしても，それが侵害されたという結果はない。

　　　　　第３　当裁判所の判断

　　　　　　　　東京地方検察庁検察官が本件告訴状に係る告訴を受理しなかったことが，

　　　　　国家賠償法上違法かについて（争点１）

　　　　　　１（１）被害者又は告訴人が捜査又は公訴提起により受ける利益は，公益上の

　　　　　見地に立って行われる捜査又は公訴の提起によって反射的にもたらされる事実上

　　　　　の利益にすぎず，法律上保護された利益ではないというべきである。（最高裁昭

　　　　　和２７年１２月２４日大法廷判決・民集６巻１１号１ ２１４頁，最高裁平成２年

　　　　　２月２０日第三小法廷判決・集民第１５９号１ ６１頁参照）。そして，告訴は，

　　　　　捜査機関に犯罪捜査の端緒を与え，検察官の職権発動を促すものにすぎず，刑訴

　　　　　法上の告訴人に付与される地位や権限も畢竟上記意義を有する告訴を実効あらし

　　　　　めるために立法敢策上採られたものと解されるのであるから，告訴が受理されな

　　　　　かったからといって，直ちに告訴をした者の権利ないし法律上保護された利益が

　　　　　侵害されたとはいえず，告訴を受けた検察官が告訴を受理しなかったことのみを

　　　　　もって国家賠償法上違法であるとは認められない。

　　　　　　　　（２）ア　原告は，いわゆるF告訴権」が明文規定に基づく被害者の権利で

　　　　　あり，告訴が受理されること（告訴人として認知されること）自体によって刑訴

　　　　　法が予定する公法トの法律関係が形成されるから，「告訴権」侵害は国賠法上の

　　　　　違法行為であると主張する。

　　　　　　　　　　しかしながら，権利自体やこれにより形成される公法関係に係る規定

　　　　　があるというのは形式論にすぎず，「告訴権」が被害者（告訴人）に対し法律上

　　　　　保護された利益をもたらすとの実質が伴わなければ，その侵害が国賠法上の違法

　　　　　行為になるとはいえない。ところが，原告が告訴受理によって形成される法律関

　　　　　係として主張する刑訴法２３５条，２３７条１項，１ ８３条はいずれも告訴人に

　　　　　対し法律上保護された利益をもたらすとはいえない。すなわち，刑訴法２３５条

　　　　　および２３７条Ｉ項は，告訴期間や告訴の取消しにっき規定するものであり，そ
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